
 

◯秘        平成３０年度大阪府労働関係調査票 

 

 

 大阪府では、府内の 6,000民間事業所を対象に「労働関係調査」を実施し、雇用形態や労働時間、休日休暇、

その他の労働条件等の実態を把握することにより、啓発セミナーの開催や冊子の発行など、労働環境の改善に

向けた取組みにおいて活用するとともに、事業所の労務管理改善等の基礎資料、労働関係諸機関の事業実施及

び大学等の学術機関での利用等にあたっての参考資料として提供しております。 

 今般、無作為抽出の結果、貴事業所を今年度の調査対象とさせていただくことになりました。ご多忙中のと

ころ誠に恐縮ですが、この調査の趣旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお願い申し上げます。 

本調査は、平成 31年 3月（予定）に報告書を公表しますので、労使関係の安定や労働条件の向上など働きや

すい職場づくりにご活用ください。 

なお、ご回答いただいた各事業所の個別の内容については、公表いたしません。 
 

   平成３０年８月 
 

      事 業 主 各 位 

                                   大阪府知事 松 井 一 郎 
 

 
【記入にあたってのお願い】（必ずお読みください） 

１．この調査は、統計法(平成 19年法律第 53号)第 24条に基づき総務大臣に届出を行っている届出統計調査

です。この調査票で記入された事項については、統計以外の目的に使用したり、内容を他に漏らしたりする

ことは絶対にありませんので、ありのまま記入してください。 
 
２．この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況について記入してください。（※「Ⅰ事業所の現況」

の項目のみ、会社全体の状況を記入してください。） 

貴事業所のみで判断できない項目や把握できない項目については、誠にお手数ですが、本社等にご確認の

上、回答してください。 

なお、事業所の廃止・移転等により、回答することができない場合は、このページ上部の余白にその旨 

を｢朱書きで記入｣して、返送してください。その場合、回答欄は無記入のままで結構です。 
 
３．各調査項目について、特に指定のない限り平成 30年 7月 31日現在の状況を記入してください。 

 
４．各調査項目に対する回答は太枠の中のみです。該当する数字・項目に○を付けるか、文字・数字を記入し

てください。 
 
５．ご記入いただきましたら９月２１日(金)までに同封の返信用封筒(切手不要)に入れて投函してください。 

 
６．この調査に関してご不明な点等がありましたら、調査票末尾の連絡先までお問い合わせください。 

 
 ７．この調査に関しての調査結果を平成 31年 3月に大阪府総合労働事務所のホームページに掲載予定です。 

（http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/index.html） 

また、調査結果の概要についてメール配信させていただきますので、希望される事業所は、下記のメール

アドレス欄にご記入をお願いします。（送信予定は平成 31年 3月です。） 
 

 

事 業 所 名 
 
 

 

 

 

 

記 
 
 
入 
 
 
者 

 
氏 名 
 

 

電 話 
 

F A X 
 

部 課 名 
 

 

メ ー ル

アドレス 

調査結果をメールで希望する場合 

 

 

整理番号 

 

                                       

調査についてのお願い 

 

http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/index.html


Ⅰ 事業所の現況

 １ 会社全体の規模等についておたずねします。

(1)  会社全体の常用労働者は何人ですか。（貴事業所を含む）

１ 30～49人 常用労働者とは、
次のうちいずれかに該当する労働者をいいます。

２ 50～99人
① 期間を定めず雇用している労働者。

３ 100～199人 ② 1か月を超える期間を定めて雇用している労働者。
③ 日々又は1か月以内の期間を定めて雇用している労働者

４ 200～299人 のうち、前2か月にそれぞれ、18日以上雇用した労働者。
（派遣労働者・請負労働者は含みません。）

５ 300～499人
※労働者とは、労働基準法第9条に該当する者。

６ 500～999人 法人、団体、組合の代表者又は執行機関である重役でも、
業務執行権や代表権をもたず、工場長、部長などの役職に

７ 1000人以上 あって、一般労働者と同じ給与規則によって給与を受けて
いる場合には、労働者とする。
また、家族労働者でも他の労働者とほぼ同じように勤務

し、同じように給与を受けている場合には、労働者とする。

２ 労働組合についておたずねします。

（1)  会社（貴事業所を含む)に労働組合はありますか。

1 あ る 2 な い

※ここからは、この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況についてご回答ください。

Ⅱ 雇用形態

 1  貴事業所で働く労働者の雇用形態の状況についておたずねします。

・正  社  員 ： 雇用している労働者のうち、特に雇用期間を定めていない者。正   社   員 ： 雇用している労働者のうち、特に雇用期間を定めていない者。
 （常時勤務、毎月給与の役員を含む。他企業への出向者は除く。）

・

・

・

・

・

・

雇用形態別労働者

ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾀｲ ﾑ労働者 ： 正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定内労働日数が少ない者。

契 約 社 員

そ の 他 ： 上記以外の労働者。（臨時・日雇労働者等）

出 向 社 員 ：

特定職種に従事し専門的能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する者。

他企業から出向契約に基づき出向してきている者。出向元に籍を置いているか

派 遣 労 働 者 「労働者派遣法（「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

：

否かは問いません。

保護等に関する法律」）に基づく派遣元事業所から派遣された者。

嘱 託 社 員

：

定年退職者等を一定期間再雇用する目的で契約し雇用する者。：
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(1)  貴事業所の雇用形態別の労働者数は何人ですか。いない場合は「０」を記入してください。

また、前年と比べて増減傾向はどうですか。（増減傾向の判断が難しい場合は、1割程度の増減

を基準にしてください。）

※ 雇用形態の内容については、１頁参照

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

２ 正社員への登用についておたずねします。

(1)  非正社員から正社員への登用制度はありますか。

該当するすべての非正社員に○をしてください。

1 あ る １ パートタイム労働者

２ 契約社員

2 な い ３ 派遣労働者

４ その他（          ）

「その他」の場合は、雇用形態を記入してください。

女性

   (注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。

労働者数

男性

前年と比べた増減傾向

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

女性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

嘱託社員

男性

女性

男性

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

女性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

派遣労働者

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者

男性

出向社員

男性

合  計

男性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

女性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

契約社員

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

その他

男性

男性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

女性 １ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

正社員

女性

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少

女性

１ 増加    ２ 横ばい   ３ 減少
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(2)  貴事業所では平成２９年に正社員に登用した実績はありますか。貴事業所の状況にあわせて、例えば、

 平成29年4月1日～30年3月31日などに置き換えていただいても結構です。

 （正社員への登用制度がない事業所もお答えください。）

該当するすべての非正社員に

○をしてください。

１ １ パートタイム労働者

２ 契約社員

2 ３ 派遣労働者

４ その他（            ）

「その他」の場合は、雇用形態を記入してください。

                

Ⅲ 労働時間

１ 貴事業所の雇用形態別の所定労働時間についておたずねします。

※所定労働時間とは、就業規則、労働協約等であらかじめ定められた労働時間のことで、休憩時間
や時間外労働時間は含みません。

※労働者の職種等により所定労働時間が異なる場合は、適用される労働者が最も多いものを記入し
てください。

(1)  雇用形態別の所定労働時間を記入してください。

(注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。

あ る

な い

※ 雇用形態の内容については、１頁参照

1日の所定労働時間 1週の所定労働時間

嘱託社員       時間     分       時間     分

正 社 員       時間     分       時間     分

パートタイム労働者

      時間     分       時間     分

 変則勤務（隔日勤務等）の労働者が
最も多い場合は、１日の平均時間を記
入してください。

 変形労働時間制や、隔週休２日制
により、週によって所定労働時間が
異なる場合は、平均値を記入してく
ださい。

      時間     分       時間     分

そ の 他       時間     分       時間     分

契約社員       時間     分       時間     分

派遣労働者       時間     分       時間     分

出向社員
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２ 貴事業所の変形労働時間制等についておたずねします。

(1)  貴事業所では、変形労働時間制を導入していますか。

1 い る 2 いない

設問（2）へ

(2)  変形労働時間制は正社員以外にも導入していますか。

該当するすべての非正社員に

○をしてください。

１ １ パートタイム労働者
２ 契約社員

2 ３ 派遣労働者

４ その他（           ）

 「その他」の場合は、雇用形態を記入してください。

：  1か月以内の一定の期間を平均し、1週間の労働時間が40時間

（特例措置対象事業場は44時間）以下の範囲内において、1日

及び1週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制

度。

：   労使協定を締結することにより、1年以内の一定の期間を平

均し1週間の労働時間が40時間以下（特例措置対象事業場も同

じ）の範囲において、1日及び1週間の法定労働時間を越えて

労働させることができる制度。

：  事業所規模が30人未満の小売業、旅館、料理・飲食店の事業

において、労使協定により、1週間単位で毎日の労働時間を弾

力的に定めることができる制度。

：  1か月以内の一定期間の総労働時間を定めておき、労働者が

その範囲内で各日の始業及び終業の時刻を選択して働く制度。

：  研究開発などの業務、あるいは事業の運営に関する事項につ

いての企画、立案などの業務について、その性質上、業務の遂

行の方法や時間の配分などに関し、使用者が具体的な指示をし

ないことを労使協定や労使委員会の決議で定めた場合、当該協

定や決議で定めた時間労働をしたものとみなす制度。

1週間単位の非定型的労働時間制

フ レ ッ ク ス タ イ ム 制

裁 量 労 働 制

あ る

な い

変形労働時間制の種類

1か月単位の変形労働時間制

1 年 単 位 の 変 形 労 働 時 間 制
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３ 平成２９年の所定外労働時間（超過実労働時間）についておたずねします。

(1)  賃金台帳から下記の要領に従って無作為に抽出した貴事業所の正社員及びパートタイム労働者の個人毎の
  所定外労働時間（年間）を次のページの欄に記入してください。

   なお、法人の役員、３か月以上の長期病欠者、休職者、無給の家族従業員は除いてください。

(注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況についてお答えください。

（抽出例） 常用労働者60人の場合 抽出する人数６人

         賃金台帳上から1～60番の仮番号を付ける。

1～10番からクジで1名抽出する。

以下、10人毎に1名ずつ抽出する。 抽出番号 ３、１３、２３、３３、４３、５３番目

○抽出したパートタイム労働者の人数が、抽出すべき所定の人数に満たない場合は、その人数にな

るように、残りのパートタイム労働者から無作為に抽出して足してください。

○但し、パートタイム労働者全体が抽出すべき所定の人数に満たない場合は、全ての人数を記載し、

残りの人数を正社員から抽出してください。

○ ： 該当する雇用形態の欄に○をしてください。

○ ： 平成29年の年間所定外労働時間を記入してください。

  ださい。

  期間については、貴事業所の状況に合わせて、例えば、平成29年4月1日～

  30年3月31日などに置き換えていただいても結構です。

労働者の雇用形態

所定外労働時間数

 （注）

  合計時間数については、30分以上は切り上げ、30分未満は切り捨てとしてく

300人以上

３０  人

抽出方法：賃金台帳の上１～30番目からクジにより 1名を抽出し、そこを
起点として等間隔で３０人選んでください。

注）パートタイム労働者を雇用しているときは、３０人のうち１０人を記載
してください。

60人以上300人未満

常用労働者の１/１０（６人～２９人）

注）パートタイム労働者を雇用しているときは、パートタイム労働者が全抽
出人数の約１／３になるようにしてください。

抽出方法：賃金台帳の上1～10番目からクジにより 1名を抽出し、そこを起
点として１０人毎に選んでください。

抽出方法：賃金台帳等の上１～５番目からクジにより 1名を抽出し、そこ
を起点として等間隔で６人選んでください。

注）パートタイム労働者を雇用しているときは、６人のうち２人を記載して
ください。

常用労働者数 抽出する人数

６  人

６０人未満
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（注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。

性 別

0 1 時間

0 2 時間

0 3 時間

0 4 時間

0 5 時間

0 6 時間

0 7 時間

0 8 時間

0 9 時間

1 0 時間

1 1 時間

1 2 時間

1 3 時間

1 4 時間

1 5 時間

1 6 時間

1 7 時間

1 8 時間

1 9 時間

2 0 時間

2 1 時間

2 2 時間

2 3 時間

2 4 時間

2 5 時間

2 6 時間

2 7 時間

2 8 時間

2 9 時間

3 0 時間

太枠の中のみ記入してください。

（抽出順）
抽出人数

労働者の雇用形態

（男女別に○をしてください。） （該当する方に○をしてください。）

男性 女性
年 間 時 間 数

（所定外労働時間のみ）

所定外労働
時  間  数

（超過実労働時間）

正 社 員
パートタイム
労働者
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４ 労働時間等の課題についておたずねします。

(1)  貴事業所では、労働時間等をめぐる様々な問題について、「労働時間の設定の改善に関する
   特別措置法」に定める「労働時間等設置改善委員会」をはじめ、労使間が話し合う機会はあり
   ますか。

1

2 今後、設ける予定である 3 な い

(1) 貴事業所では、短時間正社員制度（注）はありますか。

（注）短時間正社員制度とは、フルタイム正社員より1週間の所定労働時間（または所定労働日

 数）が短い正社員をいい、フルタイム正社員が短時間・短日勤務を一定期間行う場合や、正社

 員が恒常的に短時間勤務する場合があります。なお、「育児･介護休業法」において、育児・介

 護のための所定労働時間短縮措置が定められています。（短時間勤務制度の義務化）

1 設問 (2)へ

2 今後、導入する予定である 3 ない

1 育児 2 介護 3 自己啓発

4 地域活動（ボランティア等） 5 退職の準備

6 その他（                            ）

「その他」の場合は、具体的な内容を記入してください。

Ⅳ 休日休暇

１ 週休制の形態についておたずねします。

(1)  貴事業所の正社員及びパートタイム労働者の週休制の実施形態について、次のページの該当す
  る箇所に○をしてください。

※労働者の職種、雇用形態等により異なる場合は、適用される労働者が最も多いものを記入
 してください。
※変形労働時間制や年間カレンダーによる休日指定等により、週ごとの休日数が異なる場合
 は、一定期間の休日数を平均して週休制に換算してください。
※「週休２日制」とは、1週間のうち2日間の休日があることをいい、その休日は土･日曜日に
  こだわりません。

 ※雇用形態の内容については、１頁参照

あ る

あ る（会社全体として「ある」場合も含みます）

５ 短時間正社員制度についておたずねします。

(2) どのような場合に利用できますか。該当するものすべてに○をしてください。

-7-



（注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。

(2) 貴事業所の正社員及びパートタイム労働者の平成２９年の年間総休日の１人当たりの平均日数を記入
   してください。（年次有給休暇を除く）

(注） １．年間総休日日数＝土曜・日曜等の週休日、国民の祝日、夏期休暇、年末年始休暇など、

貴事業所が休日と定めている日数の年間合計。

 ない日の年間総日数の合計の平均日数（１日未満は四捨五入）

３．貴事業所の状況に合わせて、

 例えば、平成29年4月1日～30年3月31日などの1年間に置き換えていただいても結構です。

（注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。

２．パートタイム労働者については、人数が最も多い職種の年間総休日日数と出勤を要し

日

正 社 員  パートタイム労働者

日

平成２９年の年間総休日日数
の１人当たりの平均日数
（１日未満四捨五入）
（年次有給休暇を除く）

正 社 員 パートタイム労働者

週休制を実施していない

週休２日制を超える週休体制
実質的に完全週休２日制より休日日数が多いもの

（例、月１回以上週休３日制、３勤３休、３勤４休など）

その他の週休２日制
週休日が月１回以上週休２日制、３勤１休、
４勤１休等実質的に「完全週休２日制」より

休日数が少ないもの

月１回週休２日制
月のうち１週だけ週休２日制を行なっているもの、

その他の週は週休１日制又は週休１日半制

月２回週休２日制
月に２週だけ週休２日制を行なっているもの、
その他の週は週休１日制又は週休１日半制

隔週週休２日制
１週間おきに週休２日制を行なっているもの、
その他の週は週休１日制又は週休半日制

月３回週休２日制
月のうち３週について週休２日制を行なっているもの、

その他の週は週休１日制又は週休１日半制

完全週休２日制

毎週週休日が２日ある制度

週休1日半制
１週間に週休日が１日あるほかに１日を通常の労働時間

の半日分程度にしている制度
（例、日曜日が休日で土曜日が半日休）

週休1日制
１週間に週休日が１日ある制度
 （例：日曜日が休日など）

実 施 形 態
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(1) 貴事業所の正社員及びパートタイム労働者の平成２９年の年次有給休暇の総人数の付与日数、取得日

   数を記入してください。

※調査対象期間中に退職した者を含む。

年次有給休暇：労働基準法第39条

Ⅴ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

 １ 内容まで理解していた     ２ 何となく理解していた     ３ 知らなかった・わからなかった

２  ワーク・ライフ・バランスの推進に繋がる主な取り組みには、次のようなものがあります。
貴事業所が行っている取り組みに該当するものすべてに○をしてください。

 １ 時間管理意識の向上    ２ 残業縮減    ３ 勤務時間の柔軟化    ４ 勤務場所の柔軟化

 ５ 仕事の見える化（情報共有、仕事の標準化、マニュアル化等）     ６ 特別休暇の制度拡充

 ７ 年次有給休暇の取得促進     ８ 子育ての支援制度     ９ 介護の支援制度

 10 自己啓発（資格取得）を支援する制度     11 取組を管理する部署の設置（設定）

 12 地域活動を支援する制度     13 何も実施していない

 14 その他（                                                     ）

「その他」の場合は、内容を記入してください。

 正社員、パートタイム労働者等を問わず、雇入れの日から６か月継続して働き、所
定労働日数の８割以上出勤した場合に、法定日数の有給休暇が付与される。法定日数
は勤続年数と労働日数によって定められている。

２ 年次有給休暇についておたずねします。

パートタイム労働者

貴事業所の状況に合わせて、
例えば、平成29年4月1日～30年3月31日などの1年間に置き換えていただいても結構です。

※雇用形態の内容については、１頁参照

正 社 員

平成２９年に年次有給休暇を
付与した総人数

  ワーク・ライフ・バランスとは、「仕事と生活の調和」のこと。「仕事と生活の調和」が
 実現した社会では、『国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を
 果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階
 に応じて多様な生き方が選択・実現できる』とされています。

１  これまで、どの程度ご存じでしたか。該当するものに○をしてください。

人

日

平成２９年に取得（消化）した
総人数の年次有給休暇日数の総計

（繰越分を含む）
日

日

日

人

平成２９年に付与した総人数の
年次有給休暇日数の総計

（前年からの繰越分は含まない）
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Ⅵ 労働環境の向上に向けた取組状況について

(1)   ３６協定を締結していますか。該当するものに○をしてください。 

 １ 締結している               ２ 必要だが締結できていない

 ３ 締結の必要がない             ４ ３６協定のことを知らない

(2)  厚生労働省の「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（以下「ガイドラ
   イン」（注）という。）を知っていますか。該当するものに○をしてください。

 １ 知っている                ２ 知らない

(3)  貴事業所で長時間労働の是正に対する独自の取り組みを行っていますか。該当するものに○をしてください。 

 １ 取り組みを実施中または検討している 設問 (4)へ

 ２ 取り組みが必要だが検討にまで至っていない 設問 (5)へ

 ３ 取り組みも検討も必要ない（理由：                 ） 設問２へ

(4)  上記(3)で「１ 取り組みを実施中または検討している」に回答の事業所につきましては、
     該当するものすべてに○をしてください。

 １ 時間管理意識の向上

 ２ 実態に着目した適正な人員配置

 ３ 仕事の見える化（情報共有、仕事の標準化・マニュアル化など）

 ４ テレワークの導入（場所や時間にとらわれない柔軟な働き方）

 ５ 特別休暇の制度拡充や年次有給休暇の取得促進

 ６ 休日労働の削減、休日労働した場合の代休の付与

 ７ 勤務間インターバルの導入

 ８ ノー残業デー、ノー残業ウイーク等の導入

 ９ 長時間労働者への業務上の配慮

 10 その他（内容：                       ）

(5)  上記(3)で「２ 取り組みが必要だが検討にまで至っていない」に回答の事業所につきましては、
     該当するもの（理由欄を含む）すべてに○をしてください。

 １ 取り組みの方法がわからないため

 ２ 取り組みの方法はわかるが、余裕がないため（理由 ・人的面・コスト面・時間面・その他 ）

 ３ 長時間労働の是正が難しいため（理由 ・人手不足・コスト面・生産性向上が困難・その他 ）

 ４ その他（内容：                                  ）

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

  事業所で働くすべての人々（正社員・パートタイム労働者等）の労働環境の向上に向けた取り
  組み状況についての調査です。

１ 時間外労働協定（以下「３６協定」（注）という。）及び長時間労働の是正について

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

  おたずねします。

（注）「３６協定」とは、労働者の過半数で組織する労働組合か労働者の過半数を代表する者との
    労使協定において、時間外・休日労働について定め、行政官庁に届け出た場合には、法定の
    労働時間を超える時間外労働、法定の休日における休日労働が認められます。この労使協定を
    「時間外労働協定」といいます。なお、時間外労働時間には限度が設けられています。

（注）使用者には労働時間を適正に把握する責務があります。厚生労働省は労働時間の適正な把握
  のために使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにした「ガイドライン」【平成29年１月20日
  策定】を定めています。

-10-



(1)  貴事業所でいわゆるサービス残業にならないための取り組みを行っていますか。
   該当するものに○をしてください。

 １ 取り組みを実施中または検討している 設問 (2)へ

 ２ 取り組みの検討にまで至っていない（理由：               ） 設問３へ

 ３ 取り組みも検討も必要ない（理由：                   ） 設問３へ

(2)  上記(1)で「１ 取り組みを実施中または検討している」に回答の事業所につきましては、
    該当するものすべてに○をしてください。

 １ 労働時間の適正な把握

 ２ 経営トップ自らによる決意表明や社内巡視等による実態の把握

 ３ 労使合意によるサービス残業にならないための宣言

 ４ 企業内でのサービス残業にならないための教育・研修

 ５ 企業内アンケートの実施等によるサービス残業の実態把握

 ６ サービス残業にならないための手順等を具体的に示したマニュアル作成

 ７ サービス残業にならないための責任者の選任

 ８ サービス残業にならないためのチェック体制の整備

 ９ その他（内容：                         ）

(1)  貴事業所でパワーハラスメントに対する取り組みを行っていますか。
   該当するものに○をしてください。

 １ 取り組みを行っている 設問 (2)へ

 ２ 取り組みを検討している 設問 (2)へ

 ３ 取り組みも検討も行っていない（理由：                         ）

(2)  上記(1)で「１ 取り組みを行っている」または「２ 取り組みを検討している」に回答の事業所につきましては、
     該当するものすべてに○をしてください。

 １ 経営トップ自らによる決意表明や社内巡視等による実態の把握

 ２ 就業規則にパワーハラスメント防止を規定

 ３ パワーハラスメント防止のための労使協定を締結

 ４ 企業内アンケートの実施等によるパワーハラスメントの実態把握

 ５ 企業内でのパワーハラスメント防止のための教育・研修

 ６ パワーハラスメント相談・苦情処理窓口の設置

 ７ 職場におけるパワーハラスメント対応責任者の選任

 ８ 労働安全衛生法に基づくストレスチェックの実施

 ９ その他（内容：                         ）

記入に際してご不明な点がありましたら、下記までお問い合わせください。

２ サービス残業にならないための取組状況についておたずねします。

３ パワーハラスメントに対する取組状況についておたずねします。

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

大阪府総合労働事務所 南大阪センター   電 話 ０７２－２７３－６１００

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

以上で質問は終わりです。ご協力ありがとうございました。

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中

取組中 ・ 検討中
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